
令和５年度 座間市障がい者相談支援事業業務委託 プロポーザル実施要領 

 

１ 趣旨  

  従来、市は障がい種別ごとに３か所の相談支援事業所に委託し、関係機関と連携しながら、障がい者

等の相談に応じ、様々な支援を行ってきた。 

 令和６年度から、現行の相談支援体制を見直し、障がい種別に関わらず、地域担当制による総合的な

相談支援を実施していくために、支援体制の再構築を目指していく。 

この実施要領は、令和５年度 座間市障がい者相談支援事業を委託契約締結にあたり、受託候補者を

公募型プロポーザル方式により選定するために必要な事項を定めたものである。 

  

２ 募集地区 

 ３つの地区毎に、座間市障がい者相談支援事業を運営する事業者を選定する。 

 

①北中央地区 

対象地域：相模が丘、相武台、広野台、栗原、緑ケ丘（２丁目～６丁目）、明王 

※相模が丘地域包括支援センター、相武台地域包括支援センターと同じ対象地域 

②東南地区 

対象地域：小松原、ひばりが丘、東原、さがみ野、栗原中央、南栗原、西栗原 

※ひばりが丘地域包括支援センター、栗原地域包括支援センターと同じ対象地域 

③西地区 

対象地域：緑ケ丘（１丁目）、立野台、入谷東、入谷西、四ツ谷、新田宿、座間 

※立野台地域包括支援センター、新田宿地域包括支援センターと同じ対象地域 

 

３ 業務の概要  

⑴  件名 

令和５年度 座間市障がい者相談支援事業業務委託 

  ⑵  目的 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第

７７条第 1 項第 3 号の規定に基づき、障がい者・障がい児（疑いを含む）、難病患者（以下「障が

い者等」という。）及びその家族並びに支援者からの相談に応じ、障がい者等が自立した日常生活又

は社会生活を営むことができるよう支援することを目的とする。 

⑶  契約期間 

契約日（令和５年１１月上旬を予定）から令和１１年３月３１日まで 

ただし、契約日から令和６年３月３１日までは業務の準備期間とする。 

  ⑷  業務内容 

「令和５年度 座間市障がい者相談支援事業業務委託仕様書」のとおりとする。 

 



４ 予算予定額（１地区当たり） 

   ７５，８２５，０００円（消費税含む。）（５か年分） 

 当該委託に係る予算の議決が得られないときは、契約事務手続を行わない。なお、この場合にお

いて市はいかなる責めも負わない。 

   

５ 業務の準備期間 

⑴ 令和６年４月１日から円滑に業務が開始できるよう契約日から令和６年３月３１日までに業務に

必要な準備を実施すること。 

⑵ 受託事業者は、必要に応じて既存の障がい者相談支援事業者から利用者の引継を受けるものとす

る。なお、引継方法は、選定後、別途詳細に協議するものとする。 

⑶ 業務の引継及び準備期間の費用については、受託事業者の負担とする。 

 

６ 参加資格要件  

   次に掲げる要件を全て満たしている者とする。 

⑴  本市において、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５１条の２０に

基づく指定特定相談支援事業者の指定を受けている者であること。 

⑵   地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。  

⑶   法人税（個人にあっては所得税）、消費税、地方消費税、事業税若しくは県民税又は市内に事業所

若しくは事業所を有している者にあっては、市・県民税、固定資産税若しくは都市計画税を滞納し

ていない者であること。 

⑷ 座間市競争入札参加停止及び指名停止等措置要綱（平成２４年４月１日施行）に基づく停止措 

置を受けていない者であること。 

⑸ 座間市暴力団排除条例（平成２３年座間市条例第２４号）第２条第２号に規定する暴力団、 

同条第４号に規定する暴力団員等若しくは同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又は同条

例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者でないこと。  

⑹ 神奈川県暴力団排除条例（平成２２年神奈川県条例第７５号）第２３条第１項又は第２項の規 

定に違反していない者であること。  

⑺   経営状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契約の履行が確保さ

れる者であること。  

 

７ 参加表明手続 

参加表明手続をする際は、次のとおり書類を提出することとする。 

⑴ 提出書類 

    ア  プロポーザル方式参加表明書 （第１号様式） 

    イ  誓約書（第２号様式） 

⑵  提出方法 

 「１５ 担当部署」のメールに提出書類データを添付して送信 

（電子メール送付後、電話でその旨を連絡すること）。 



  

 

⑶  提出期間 

令和５年８月１４日（月）午後５時１５分まで 

⑷  参加資格要件の確認結果 

令和５年８月１７日（木）までに、プロポーザル方式参加資格確認結果通知書を発送する。 

 

８ 質問と回答  

本プロポーザルに関する質問は、電子メールにより受け付ける（電子メール送付後、電話でその

旨を連絡すること）。なお、質問は参加する事業者に限定する。 

⑴  質問受付期間 

令和５年８月１７日（木）から令和５年８月２５日（金）午後５時１５分まで  

⑵  提出方法 

 「１５ 担当部署」のメールに送信 ※電子メール送付後、電話でその旨を連絡すること。 

⑶ 回答方法 

  令和５年９月４日（月）までに市ホームページに掲載し、回答する。 

 

９ 提案書の受付 

参加資格要件の確認の結果、参加資格を有すると認められた者から、次のとおり提案書を受け付ける

ものとする。なお、応募できる地区は１事業者につき２地区まで（１地区でも可）とし、確実に担当で

きる地区を申し込むこととする。 

⑴  提出書類 

   ア 提案書表紙（第３号様式） 

   イ 座間市障がい者相談支援 事業計画書（第４号様式） 

   ウ 収支計画書（第５号様式） 

   エ 事例提案（第６号様式） 

オ 職員一覧（第７号様式） 

   カ 決算書（財務諸表）（直近２か年分） 

 ⑵ 提案書作成上の留意点 

ア 業務実施に当たり、仕様書に関わらず、より効率的で合理的な実施方法に関する提案がある

場合等は、提出書に盛り込むこと。 

イ 提案書は、１事業者１提案までとし、提案書類を受け付けた後の追加及び修正は認めない。 

⑶  提出方法 

「１５ 担当部署」のメールに提出書類データを添付して送信（紙しかないものはＰＤＦ化） 

※電子メール送付後、電話でその旨を連絡すること。 



⑷  提出期間 

令和５年９月１５日（金）午後５時１５分まで 

 ⑸ 提出書類データの種類 

  ア 正本 

   イ 提案者を判別できないようにしたもの（※１） 

    ※１ 法人名、代表者名、事業所名等をデータ上で黒塗りする等の処理をして、提案者を判別

できないようにしてください。 

   

 

10 プレゼンテーション審査  

提案書の内容を評価するに当たり、提案書等の提出書類に基づき、受託候補者はプレゼンテーション

を実施する。 

⑴ 日時 

令和５年１０月１１日（水） 

時間場所等の詳細はプロポーザル方式参加資格確認結果通知書に記載する。 

⑵ その他 

ア プレゼンテーションに当たり、必要とする機器がある場合は提案者が用意すること。なお、

スクリーン及び電源は本市で会場内に用意する。 

イ プレゼンテーションの出席者は最大３名までとする。 

 

11 評価及び結果通知  

  ⑴  応募資格の審査及び提出書類の確認 

    応募資格の審査及び提出書類の確認については、座間市福祉部障がい福祉課が実施する。 

⑵ 選定委員会 

評価は、座間市障がい者相談支援事業業務委託事業者選定委員会員会が実施する。 

 ⑶ 評価方法 

ア 評価基準に基づき、提出書類及びプレゼンテーションを総合的に審査し、総合得点が高得

点の候補者から選定する。なお、最高得点の候補者は第１希望地区を選定する。 

イ 採点については、６名の選定委員がそれぞれ１５０点満点で採点し、その合計点を得点と

する。なお、同得点者が複数いる場合は、委員会の総合的な審査により受託候補者を選定

する。 

ウ 受託候補者の得点が満点（９００点）の６割未満（５４０点未満）であった場合、委託事

業者の選定はしない。 

  



 

【選定事例】 

 北中央地区 東南地区 西地区 

Ａ者（得点第１位） ①  ② 

Ｂ者（得点第２位） ① ②  

Ｃ者（得点第３位） ② ①  

Ｄ者（得点第４位）  ① ② 

※「①」は第１候補地区、「②」は第２候補地区。 

※「〇」は選定、「〇」は申込はしたが非選定。 

⑷ 評価基準 

評価基準は、別紙のとおりとする。 

⑸  結果通知  

   評価結果は、文書にて通知する。また、委託事業者については市ホームページにおいて公表す

る。 

  

12 参加資格の喪失等  

次のいずれかに該当するときは、本プロポーザルに参加できない。また、既に提案書が提出されてい

た場合は無効とする。  

  ⑴  「６．参加資格要件」に規定する要件を満たさなくなったとき。  

  ⑵  市に提出した書類に虚偽の記載をしたことが判明したとき。 

 ⑶ 市に提出した収支計画書の「市からの委託料」の合計金額が「４ 予算予定額」に定める金額を

超えたとき。 

  

13 その他  

⑴ プロポーザルに係る費用は参加者の負担とする。  

⑵ 提出された書類は返却しない。  

⑶ 提出された書類の変更、追加、差し替えは認めない。 

⑷ 提出された書類について、市又は座間市障がい者相談支援事業業務委託事業者選定委員会員会が説

明を求める場合がある。 

⑸ 市は、提出された書類について、座間市情報公開条例(平成１６年座間市条例第１７号）の規定によ

る請求に基づき、第三者に開示することがある。  

⑹ 市は、提出された書類について、提出者に無断で本プロポーザルの目的以外には使用しない。  

⑺ 参加手続後に参加を辞退する場合は、その旨を明記した文書（任意書式）を提出すること。 

 

  



14 スケジュール  

内  容 期  日 

募集告知開始 令和５年８月４日（金） 

参加表明手続締切 令和５年８月１４日（月）午後５時１５分まで 

参加資格確認結果通知書発送 令和５年８月１７日（木） 

質問受付期間 令和５年８月１７日（木）から 

令和５年８月２５日（金）午後５時１５分まで 

質問に対する回答 令和５年９月４日（月） 

提案書提出締切 令和５年９月１５日（金）午後５時１５分まで 

プレゼンテーション 令和５年１０月１１日（水） 

評価結果通知発送 令和５年１０月下旬を予定 

契約事務 令和５年１１月上旬を予定 

 

15 担当部署  

  座間市福祉部障がい福祉課 担当：村上・斎藤・平田 

 〒２５２－８５６６ 

 座間市緑ケ丘一丁目１番１号 

  電  話  ０４６－２５２－７１３２（直通）   

ＦＡＸ  ０４６－２５２－７０４３  

  メール   syoufuku＠city.zama.kanagawa.jp 


